
【オンライン報告会】
規制委で何が？
「炉規法・運転期間の削除を容認」の一部始終
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「GX脱炭素電源法」の骨格
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• 原子力利用の基本原則（安全性、脱炭素、エネルギー安全
保障などの追加）

原子力基本法

• 原子炉の運転期間規制の新設、送電網整備の拡充電気事業法

• 原子炉の運転期間規制の撤廃、設備劣化に関する技術的
評価の法定化

原子炉等規制法

• 使用済燃料再処理機構に、原発廃炉の調整機能、研究開発、
廃炉資金管理業務を追加

再処理法

• 再エネ事業の規律強化、既存再エネへの追加投資促進など再エネ特措法

「GX脱炭素電源法」 とは、下記５つの法改正を束ねたもの
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NRC Backgrounder on Reactor License Renewal

"The Atomic Energy Act authorizes the Nuclear Regulatory Commission to issue licenses 
for commercial power reactors to operate for up to 40 years. These licenses can be 
renewed for an additional 20 years at a time. The period after the initial licensing term 
is known as the period of extended operation. Economic and antitrust considerations, 
not limitations of nuclear technology, determined the original 40-year term for reactor 
licenses. However, because of this selected time period, some systems, structures, and 
components may have been engineered on the basis of an expected 40-year service 
life.“

「原子力エネルギー法は、原子力規制委員会が商業用発電炉に対して最長40年の運転免許を発行することを認め
ている。これらの免許は一度に20年間追加更新することができる。最初の認可期間の後の期間は延長運転期間と
して知られている。原子力技術の限界ではなく、経済と反トラスト法への配慮が、原子炉認可の当初の40年という
期間を決定した。しかし、この選択された期間のために、一部のシステム、構造、およびコンポーネントは、予想され
る40年の耐用年数に基づいて設計されたかもしれない。」

この議論が
行われたの
は1954年
のこと。



規制と推進の分離の形骸化① 幹部人事
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原子力規制庁歴代幹部

原子力規制庁創設から10年となる2022年7月、局長級以上の３幹部、総括審議官級以上の５幹部を経産省出身者が初めて独占

注：2014年7月に部長ポストを核物質・放射線総括審議官に格上げ
2017年4月に総括審議官級の技術総括審議官ポストを局長級の原子力規制技監に格上げ。



規制と推進の分離の形骸化② 事前すり合わせ問題
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日時 概要

2021年7月頃 原発運転期間延長案が浮上

２０２２年
7月頃

金城原子力規制企画課長、7月就任時に、
前任者（現・原子力規制部長）から「運転期
間については次長に相談しながらやるよう
に」と引き継ぎを受ける

7月28日

資源エネ庁、規制庁に経産省として炉規法
を含む束ね法案の検討を開始と伝達
以後、規制庁と経産省は運転期間延長につ
いて複数回面談・電話で打ち合わせ

8月24日
GX実行会議で首相が原発運転期間延長を
含めた検討指示

9月22日
31回原子力小委員会で運転期間延長に関
する検討開始、事務局が規制委とのコミュ
ニケーションの必要性について発言

9月28日
41回原子力規制委で規制庁に運転期間延
長について経産省にヒアリングするための
調整を指示

10月5日
42回原子力規制委で経産省から運転期間
延長をヒアリング、規制庁に検討を指示

11月2日
4８回原子力規制委で規制庁が運転期間延
長の検討結果を報告、方針を概ね了承

各レベルで打合せ？

2022年８月2９日原子力規制庁作成資料



フルオープンの茶番劇① 9月22日31回原子力小委員会
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2022年9月22日 31回原子力小委員会資料5 2022年9月22日31回原子力小委員会での事務局
（遠藤原子力政策課長）説明

エネルギー利用の観点からの検討、われわれが行う検
討に伴いまして、例えばの例で書いてございます長期
運転に係る安全確認の在り方の明確化などと書いてご
ざいますが、規制面における制度の在り方についても
検討いただく必要がある可能性があるかと考えてござ
います。こうした規制面における制度の在り方に関しま
しては、原子力規制委員会においてご議論いただく必
要性につきまして、規制当局に対してコミュニケーショ
ンを図っていくべきではないかと考えてございます。

• 9月22日時点では経済産業省は規制面の制度の在り方
について規制当局とこれからコミュニケーションすると説
明（少なくとも委員会で私はそう理解した）。

• 実際には7月28日時点で経産省として炉規法を含む束
ね法案の検討を開始と伝達。9月22日の委員会開始時
点で5回の「コミュニケーション」を重ねていた



フルオープンの茶番劇② 10月5日 ４２回原子力規制委員会
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○片山長官

事務局の方から確認をしたいのですけれども（中略）現行の規定は原子炉等規制法にあるわけですけれども、それは利

用政策側の法体系の中で法的な手当てを含めて考えていくという御発言だと理解してよろしいでしょうか。

○松山経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部長

普通の一般的な考えで考えますと、利用政策であれば、利用政策省庁、利用の関係の法令の中に基本的な仕組みが存

在してくると。その上で、既存の法令について必要な規定整備を行っていくということが通常の段取り

○山中委員長

運転期間についての定めが利用政策側の法体系に移るとなると、必然的に高経年化した発電用原子炉の安全性の確認

をどう法的に担保するのかについて、原子力規制委員会として、今後、しっかりと検討する必要があろうかと思います。

○片山長官

現行制度は運転期間そのものと高経年化した原子炉に対する安全性の規制というのがセットになっていますので、一

方だけが年末で、一方が全然進んでいないという状態はまずかろうと思いますので、我々もそういうスケジュール感を

横目でにらみながら検討する必要があるのではないかと思います。

○山中委員長

事務方は、本日の議論や資源エネルギー庁の検討状況を踏まえつつ、高経年化した発電用原子炉の安全性をどう確認

していくか、法的に担保するのかについて検討の上、原子力規制委員会に報告をお願いします。

○片山長官

年末というスケジュールというのもございますので、資源エネルギー庁の検討状況というのも横目でにらみつつ、我々

の規制制度として高経年化した発電用原子炉の安全性の確認というところに穴が開かないように、しっかりと規制が

継続できるように、事務方として実務的にはエネ庁の方と情報交換しながらやっていく必要があろうかと思いますけれ

ども、検討を進めていき、また原子力規制委員会の方に御報告をしたいと思っております。

片山長官が経産省に改
正方法について説明さ
せている。

事前すり合わせが行わ
れていたという事実を
踏まえてどう考えるか。

山中委員長は炉規法か
ら電事法に運転期間規
定を移す方針のみを示
しているが、これ以外の
選択肢はないのか？

なぜ利用政策側のスケ
ジュールに合わせて規
制政策を検討しなけれ
ばならないのか。



第72回原子力規制委員会 臨時会議(2023年02月13日)

12

〇杉山委員

これ言っちゃっていいのかなっていうところはあるんですけど、我々これを決めるにあたって何ていうか、その外

から定められた締め切りを何か守らなきゃいけないっていう、そういう感じでなんか急かされて議論してきまし

た。そもそもそれは何なんだっていうところはあります。我々、その独立した機関であって我々の中でやっぱり、

じっくり議論して進めるべき話ではあるんですけどもね。そのまあいろんなそのまあなんて言いますか、その他省

庁との関係もあるんでしょうけども、我々はそのあまりそういう外のペースに巻き込まれずに議論をすべきで

あったと思っております。

〇伴委員

杉山委員も今指摘されましたけれども、やはりこの外枠と言いますか制度論ばかりが先行してしまって、本来我々

にとってのそのサブスタンスであるべきところのその基準と言いますか、特にその60年越えをどうするんだって

いうのが後回しになってしまって、そこがふわっとしたままこういう形で決めなければいけなくなったということ

に関しては確かに私も違和感を覚えています。

スケジュールありきで議
論が進められたと、今回
の結論に賛成する委員
からも苦言がでる事態。
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